
（１）　「獲る道具」の技術から「海を把握する」技術へ
　これまでみてきたように、我が国の漁業は、明治期以降、欧米の技術を学びながら、魚を
どうやって獲るか、そして船上でどのように扱うのかということについて、効率性、安全性
等を追求して技術を発展させてきました。漁船の動力化やそれに伴う大型化、漁具素材の耐
久性の向上、冷凍技術等による水産物の長期保存の実現など、魚を多く獲り、流通させるた
めの「道具」を発展させてきたともいえます。
　一方で、直接見ることができない魚をどこで獲るのかという判断は、かつては、専ら漁業
者の勘と経験によるものでした。
　海の状況を把握することによって漁業の効率化を図るという考え方は100年以上前からあ
り、従来から海洋観測を続けてきましたが、通信機器の技術が発展し、海中にセンサーを入
れて水温等を把握したり、人工衛星が取得する情報を利用して海洋の状況をリアルタイムで
把握したり、更には予測したりする技術が進み、海洋の状況をより的確に把握することがで
きるようになりました。
　また、魚群探知機等の開発を含め、魚がどこにいるのか、あるいは海洋の状況から魚がい
る場所をいかにして推測するのかといった技術開発が次第に進んできました。インターネッ
トやコンピューターが普及した近年は、IoTやAIを活用して、例えば、現在の海洋情報と過
去の漁場・漁獲データとを組み合わせ、魚のいる海域や漁獲量を予測するといった技術の開
発も始まっています。いわば、「海を把握する」技術の開発がより進展していくと考えられ
ます。
　このように、従来から漁業者が培ってきた漁業現場での勘と経験に、このような技術が加
わることにより、従来にも増して効率的な操業が可能になっていくと考えられます。

（２） 漁業という特殊性に適応したICTの活用
　農業分野では、IoT、AIなどを活用した取組が急速に進んでおり、近い将来、農産物の生
産工程の全自動化といった時代も到来するのではないかと考えられます。平成29（2017）年
12月～30（2018）年１月に農林水産省が実施した「食料・農業及び水産業に関する意識・意
向調査」からもわかるように、漁業分野におけるICTの活用は遅れていますが、これは、移
動する魚類を対象としていること、陸上から離れた海洋の上での機器使用は陸上に比べて電
波が届きにくい、また測定機器を水中に投入すれば故障しやすいといった不利な環境条件に
あるだけでなく、陸上に比べて広大な面積を有し、潮流など目まぐるしく変化する海洋に関
する様々なデータを取得すること自体、技術面及びコスト面でハードルが高いことが理由と
して考えられます。
　したがって、経営が厳しく高齢化が進んでいる零細漁業者が大半を占める我が国漁業にお
いて、ICTを導入・活用するためには、小さな漁船にも搭載可能で低コストな機器の開発が
望まれます。また、厳しい労働環境にある操業現場における海洋・漁場に関する情報や漁獲
量の報告などの作業については、本来の漁労活動をなるべく妨げないよう、操作が簡単な機
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器や短時間で入力が終わるようなシステムを使用することが必要と考られます。さらに、シ
ステム全体の導入及び維持に関する費用が漁業者に負担可能な範囲で行われることが重要で
す。このような技術の開発が進めば、漁獲量報告などの電子化の推進にもつながることが期
待されます。
　漁業者は、どの漁場でどの魚をどのくらい獲れたかという漁業情報をリアルタイムでオー
プンすることに大きな抵抗感を持っています。これは、養殖業や定置網漁業のように占有的
に漁場を利用する場合とは異なり、自分で見つけた良い漁場が他の漁業者の知るところとな
り、操業の競合相手を増やす可能性があるからです。そのため、ICTを漁船漁業の現場で活
用する場合は、情報の公表に一定の配慮を行う必要があります。例えば、北海道留萌町のナ
マコ漁業者の成功事例＊１では、それぞれの漁業者の漁獲量はオープンにせず、漁業者全員
の総漁獲量や平均漁獲量のみをオープンにして自主的な資源管理を促しています。
　このように、ICTを漁業分野に導入するに当たっては、漁業の特性を十分に理解し、漁業
者の理解・協力を求めていくことが重要です。

（３）　省力化による生産性の向上や労働環境の改善
　「食料・操業及び水産業にかかる意識・意向調査」（図Ⅰ－４－１）からもわかるように、
IoT、AIなどは、これまでの人力による漁労活動と比較すると、作業時間を短縮したり不足
しがちな労働力を補うことにつながります。漁業従事者の減少と高齢化が進む中、このよう
なICTの活用は効率的な作業を実現することにつながり、漁業経営の面でも有益となります。
　特にAIは、他の産業分野での活用が進んでいますが、漁業分野においても、生産性の向
上だけでなく、監視システム等への活用など、活躍する場が今後増えていくことが想定され
ます。
　また、水産加工は、原則、陸上で行われることから、海洋に比べればICTが活用しやすい
環境にあります。事例でみてきたように、水産加工品として商品化されるまでの過程におい
て、効率化・省力化を目的としたICTの導入が今後進んでいくと見込まれます。
　このように、ICTの導入によって、生産性の向上が飛躍的に期待できるとともに、労働環
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境の改善につながることが期待されます。

（４）　データをフル活用したスマート水産業の構築に向けて
　引き続き、水産業の各分野において、漁業者、養殖業者、加工業者、流通業者及び試験研
究機関といった個々のプレーヤーによるICTの活用は広がっていくと考えられますが、各プ
レーヤー間でこれらのデータを共有し、活用する取組はあまり進んでいません。
　今後、集約的なデータプラットフォームを構築し、水産業に関わる幅広いデータの取得・
共有・活用を促進することで、充実した資源評価・資源管理や、関係者の連携によるバリュー
チェーン全体の生産性向上を実現していくことが可能になると考えられます（図Ⅰ－4－2）。
　このため、水産庁では、新しい情報通信技術等を実装し、データに基づく効率的・先進的
な水産業（スマート水産業）に転換し、漁業の実態を見える化することで、国民に理解され
る水産施策を展開していくこととしています。

図Ⅰ－4－1　�ICTの活用について
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【コラム】 ICTを活用した水産業の将来の姿（食卓に届けられるまで）

　前節の事例にあるように、既に給餌養殖では、海上の生簀まで足を運ばなくとも、水温等の海洋の状
況を把握でき、生簀に設置してある自動給餌機を陸上で操作して最適な給餌量を養殖魚に与えることが
可能になりつつあります。また、漁船漁業でも、自動イカ釣りロボットのように、人手によらない漁獲
の技術開発も行われています。
　AIなどのICTや人工衛星の進化も手伝って、将来、漁業はどのような姿になる可能性があるのか、漁
船漁業を例にとって、漁港へ水揚げし、消費者に販売されるまでの工程を想像してみましょう。
・�海洋環境、資源や漁獲状況をより適時に把握できるようになると、現在、そして未来の資源量をより
正確に求めることができます。それにより、将来に向けて適切な量の魚を残すという持続可能な漁業
を行うために必要な漁獲可能量（どのくらいの量を獲ってもいいのか）を漁場ごとに、そして時期毎
に精度高く算出することができます。

・�少ない乗組員の漁船がターゲットとする漁場まで効率よく航行し、魚種を確認しつつ決められた量の
範囲内で無人ロボットや自動化された漁労機器によって効率よく漁獲します。

・�漁獲物は船上で速やかに選別され、撮影動画により魚種別や魚体重別に漁獲量が把握され、その画像
が、陸上にいる流通関係者や消費者にもリアルタイムで情報共有されます。

・�漁獲の情報を受け取った流通関係者や消費者は、漁港へ水揚げされる前や水揚げ直後に、欲しい魚を
インターネットで注文します。

・衛生的な施設に水揚げされた漁獲物は、注文に応じて自動的に、仕分け・箱詰め・包装されます。
・その日のうちに、加工業者、あるいは、家庭の食卓や消費地の料理店に向けて配送されます。
・�消費者は、スマートフォンなどで、食べたい魚がどこでどのような漁法で獲られたのかを確認して食
べ物の貴重さを実感します。

・�消費者の声を聞いた漁業者や加工業者は、消費者が求める魚種を獲ったり、その加工品を製造し、消
費者のニーズに応えます。

このような水産業の姿が、将来、見ることができるかもしれません。

図Ⅰ－4－2　�スマート水産業のイメージ
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